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本事例における留意点

外国の上場株式について、上場有価証券の評価損の損金算入が認められない場合でも、外国

為替の売買相場が著しく変動した場合の外貨建資産等の期末時換算の適用により、為替差損が

損金の額に算入できる場合もある。

事 例

当社は自動車関連部品の製造業を営む○月決算法人であり、取引先である外国の自動車メー

カーの株式（以下「外国自動車株式」といいます。）を保有しております。

ところで、最近の経済状況の急激な変化に伴い外国自動車株式の現地の証券取引所での取引

価格が下落したため、取得価額と期末における時価との差額に相当する金額をその他有価証券

の評価損として経理処理しました。

この場合において、当社が保有する外国自動車株式に係る評価損は、法人税の所得金額の計

算においても損金の額に算入されますか。

なお、当社は外国自動車株式を10,000株保有しており（発行済株式の総数は約１億株)、１

株当たりの取得価額は10ユーロであり、取得時の為替レートは160円／ユーロであることか

ら帳簿価額は16,000,000円となっておりましたが、期末の取引価格は７ユーロであり、為替

レートは130円／ユーロでした。

当社の外貨建取引はこの外国の自動車メーカーに対する売掛金もありますが、短期外貨建

債権債務として期末時換算法を適用しています。

【当社の会計処理】

その他有価証券評価損 6,900,000円 ／ その他有価証券 6,900,000円
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本事例における法令等からの検討

１ 有価証券の評価損の取扱い

資産の評価損を計上する場合には、その

内国法人が当該資産の評価換えをして損金

経理によりその帳簿価額を減額したときは、

その減額した部分の金額のうち、その評価

換えの直前の当該資産の帳簿価額とその評

価換えをした日の属する事業年度終了の時

における当該資産の価額との差額に達する

までの金額は、これらの評価換えをした日

の属する事業年度の所得の金額の計算上、

損金の額に算入することとされています

（法法33②)。

また、有価証券について評価損を計上で

きる場合とは、次の事実が生じた場合（法

令68①二）であり、その計算については

銘柄ごとに行うこととされています（法基

通９―１―１)。

⑴ 上場有価証券等で企業支配株式等以外

のものについて、その価額が著しく低下

したこと

⑵ ⑴の有価証券以外の有価証券について、

その有価証券を発行する法人の資産状態

が著しく悪化したため、その価額が著し

く低下したこと

⑶ 内国法人について会社更生法又は金融

機関等の更生手続の特例等に関する法律

の規定による更生計画認可の決定があっ

たことによりこれらの規定に従ってその

有価証券につき評価換えをする必要が生

じたこと

⑷ ⑵又は⑶に準ずる特別の事実

上記⑴の上場有価証券等とは、 取引所

売買有価証券」、 店頭売買有価証券及び取

扱有価証券」又は「その他価格公表有価証

券」をいいます。

また、企業支配株式等とは、その法人の

特殊関係株主等（その法人の株主等（その

法人が自己の株式又は出資を有する場合の

その法人を除く。）及び親族その他の特殊

関係のある者をいう。）がその発行済株式

又は出資の総数又は総額（その法人が有す

る自己の株式又は出資を除く。）の100分

の20以上に相当する数又は金額の株式又

は出資を有する場合におけるその特殊関係

株主等の有する株式等をいいます。

ここで⑴の価額が著しく低下した場合と

は、その有価証券のその事業年度終了の時

における価額がその時の帳簿価額のおおむ

ね50％相当額を下回ることとなり、かつ、

近い将来にその価額の回復が見込まれない

ことをいうものとされています（法基通９

―１―７)。

そして、この場合の有価証券は、売買目

的有価証券か否かは問わないとともに、そ

の回復可能性の判断は、過去の市場価格の

推移、発行法人の業況等も踏まえ、その事

業年度終了の時に行うこととなります（同

通達 １、２)。

このことは、株式の相場は常に２～３割

程度の変動を繰り返しており、この程度の

価額の下落は十分に回復することが一般的

にあると考えられることから、50％相当

額を下回る場合にのみ限定し、税務上もこ

れによることが適切と判断されるからです。

なお、平成21年４月に国税庁から『上

場有価証券の評価損に関するＱ＆Ａ』が公

表されており、上場有価証券の評価損の損

金算入の適否の判断の参考となる事例が記

載されています。
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２ 外国為替の売買相場が著しく変動し

た場合の外貨建有価証券の期末時換算

外貨建有価証券は外貨建資産であること

から、法人税法施行令第122条の３ 外国

為替の売買相場が著しく変動した場合の外

貨建資産等の期末時換算 の適用がありま

す。

すなわち、事業年度終了の時において有

する外貨建資産等（当該事業年度において

法令122条の２ 外貨建資産等の評価換え

をした場合のみなし取得による換算 の規

定を適用したもの及び企業支配株式等は除

く。）につき当該事業年度においてその外

貨建資産等に係る外国為替の売買相場が著

しく変動するもののすべてにつきこれらの

取得又は発生の原因となった外貨建取引を

当該事業年度終了の時において行ったもの

とみなして、法法61条の８第１項 外貨

建取引の換算 及び法法61条の９第１項

外貨建資産等の期末換算 の規定を適用

することができます。

この外貨建資産等に係る外国為替の売買

相場が著しく変動した場合とは、事業年度

終了の時において有する個々の外貨建資産

等（法令122条の３に規定する外貨建資産

等に限る。）につき、次の算式により計算

した割合がおおむね15％に相当する割合

以上となるものがあるときは、当該外貨建

資産等については、同条に規定する「外国

為替の売買相場が著しく変動した場合」に

該当するものとして当該外貨建資産等の額

（帳簿価額として付されている金額の外貨

表示金額をいう。）につき同条の規定に基

づく円換算を行うことができることとされ

ています（法基通13の２－２－10)。

【算式】

当該外貨建資産等の額につき当該事業年

度終了の日の為替相場により換算した本

邦通貨の額

－

当該事業年度終了の日における当該外貨建資

産等の帳簿価額（同日における法令122の３

の規定の適用前の帳簿価額）
当該外貨建資産等の額につき当該事業年度終了

の日の為替相場により換算した本邦通貨の額

この算式中の「当該事業年度終了の日の

為替相場」については、法基通13の２－

２－５に定めるところにより、法人が期末

時換算法により円換算を行う場合の為替相

場は、事業年度終了の日の電信売買相場の

仲値となります（法基通13の２－２－10

１)。

ただし、継続適用を条件として、外国通

貨の種類の異なるごとに当該外国通貨に係

る外貨建資産等のすべてについて、外貨建

ての資産については電信買相場により、外

貨建ての負債については電信売相場による

ことができることとされています（法基通

13の２－２－５)。

また、多数の外貨建資産等を有するため、

個々の外貨建資産等ごとに算式による割合

の計算を行うことが困難である場合には、

外国通貨の種類を同じくする外貨建債権、

外貨建債務、外貨建有価証券、外貨預金又

は外国通貨のそれぞれの合計額を基礎とし
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てその計算を行うことができるものとされ

ています（法基通13の２－２－10 ２)。

なお、外国通貨の種類を同じくする外貨

建資産等につき上記の算式により計算した

割合がおおむね15％に相当する割合以上

となるものが２以上ある場合には、その一

部についてのみ同条の規定による円換算を

行うことはできないことに留意する必要が

あります（法基通13の２－２－10 ３)。

本事例における取扱いの検討

外国の証券取引所に上場している外国自動

車株式の取扱いについて、以下のとおり、個

別に検討します。

１ 上場有価証券等に該当するか

取引所売買有価証券とは、その売買が主

として金融商品取引所法第２条第16項に

規定する金融商品取引所（これに類するも

ので外国の法令に基づき設立されたものを

含む。）の開設する市場において行われて

いる有価証券をいうとされています。

取引所売買有価証券とは、法人税法施

行令第119条の13第１号に規定する取

引所売買有価証券をいいます。

外国自動車株式は、外国の証券取引所に

上場されており、取引所売買有価証券とし

て上場有価証券等に該当することになります。

２ 評価損の損金算入が可能か

貴社の保有する外国自動車株式は企業支

配株式等には該当しないことから、上記Ⅰ

１⑴のとおり、その有価証券のその事業年

度終了の時における価額がその時の帳簿価

額のおおむね50％相当額を下回ることと

なり、かつ、近い将来にその価額の回復が

見込まれない場合には、その評価損は損金

の額に算入されることになります。

３ 外国自動車株式の評価損の計上の取

扱い

貴社の保有する外国自動車株式の帳簿価

額は16,000,000円であり、期末の取引価

格は７ユーロ、為替レートは130円／ユー

ロ、保有株数は10,000株であることから

その価額は9,100,000円となり、期末にお

ける外国自動車株式の価額の帳簿価額に対

する割合は、9,100,000円／16,000,000

円＝56.875％となります。

したがって、期末の外国自動車株式の価

額が帳簿価額の50％相当額を下回る状況

にないことから、その価額の回復可能性の

有無を判断するまでもなく、税務上有価証

券の評価損の額を損金の額に算入すること

はできません。

４ 外国自動車株式（外貨建資産等）の

期末時換算の適用の検討

貴社の保有する外国自動車株式は、外貨

建有価証券であることから、法人税法第

61条の８に規定する外貨建資産等に該当

し、かつ、企業支配株式等に該当しないこ

とから、上記Ⅰ２の算式により計算した割

合がおおむね15％に相当する割合以上と

なるときは、当該外貨建資産等については、

法人税法施行令第122条の３に規定する

「外国為替の売買相場が著しく変動した場

合」に該当することとなります。

この計算は、外国為替の売買相場の著し

い変動を算定するものであることから、事

業年度終了の日の為替相場で換算するのは、

外国自動車株式の取得時の取引価格である

10ユーロ×10,000株＝100,000ユーロが

対象となります。

Ⅱ
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【計算】

13,000,000円（100,000ユーロ×130円／Ｃ=)－16,000,000円（100,000ユーロ×160円／Ｃ=)
13,000,000円（100,000ユーロ×130円／Ｃ=）

＝23.07％

上記の計算結果で明らかなように、外国

為替の売買相場が15％以上変動している

ことから、外国為替の売買相場が著しく変

動した場合に該当するため、100,000ユー

ロ×（160－130）円／Ｃ=＝3,000,000円を

為替差損として損金の額に算入することが

できます。

したがって、貴社の保有する外国自動車

株式については、10ユーロ×10,000株×

130円／Ｃ=＝13,000,000円が帳簿価額とな

ることから、貴社が損金経理により減額し

た後の会計上の簿価７ユーロ×10,000

株×130円／Ｃ=＝9,100,000円 との差額

3,900,000円は、申告調整により所得金額

に加算する処理を行うことになります。

【著しい為替差損の概要図】

【貴社の会計処理】

その他有価証券評価損 6,900,000円 ／ その他有価証券 6,900,000円

【税務処理】

為替差損 3,000,000円 ／ その他有価証券 3,000,000円

【税務修正】

その他有価証券 3,900,000円 ／ その他有価証券評価損 6,900,000円

為替差損 3,000,000円 ／

※

著しい

為替差損

※が損金算入

期末換算後の

有価証券の

帳簿価額

取得価格

10ユーロ

期末取引価格

７ユーロ

期末時レート

130円／Ｃ=
発生時レート
160円／Ｃ=
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会計上の外国自動車株式は、７ユーロ×10,000株×130円／Ｃ=＝9,100,000円となっ

ていますが、税務上は別表５⑴の3,900,000円との合計金額13,000,000円が帳簿価額

となります。

【別表４】

【別表５⑴】
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